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虐待に関連して知っておくべき知識

五稜会病院
理事⻑・院⻑︓中島公博 令和5年4⽉作成



虐待に関連する法律
児童虐待防⽌法 障害者虐待防⽌法 ⾼齢者虐待防⽌法

正式名称 児童虐待の防⽌等に関する法律
障害者虐待 の防⽌、障害
者の養護者に対する⽀援
等に関する法律

⾼齢者の虐待防⽌、⾼齢
者の養護者に対する⽀援
等に関する法律

成⽴⽇ 平成12年5⽉17⽇ 平成23年6⽉17⽇ 平成17年11⽉1⽇

施⾏⽇ 平成12年11⽉20⽇ 平成24年10⽉1⽇ 平成18年4⽉1⽇

⽬ 的

児童に対する虐待の禁⽌、児童
虐待防⽌に関する国及び地⽅公
共団体の責務、児童虐待を受け
た児童の保護のための措置等を
定めることにより､児童虐待の防
⽌等に関する施策を促進する。

障害者虐待の防⽌、養護
者に対する⽀援等に関す
る施策を促進し、もって
障害者の権利利益の擁護
に資する。

⾼齢者虐待の防⽌ととも
に⾼齢者虐待の早期発
⾒・早期対応の施策を、
国及び地⽅公共団体の公
的責務のもとで促進する。

備 考 児童虐待防⽌法
（昭和8年法律第40号）

学校・保育所・医療機関には
通報の義務はありません。
いわゆる（間接的防⽌措置）を講ずる。



虐待に関する各法律の対象者・定義
児童虐待防⽌法 障害者虐待防⽌法 ⾼齢者虐待防⽌法

対象者 18歳に満たない者

⾝体障害、知的障害、精神障害、
その他⼼⾝の機能の障害がある
⼈で、障害及び社会的障壁によ
り継続的に⽇常⽣活⼜は社会⽣
活に相当な制限を受ける状態に
あるもの

65 歳以上の者

虐待する側
保護者（親権を⾏う者、未成
年後⾒⼈その他の者で、児童
を現に監護するもの）

①養護者（家族、親族、同居⼈等）
②障がい者福祉施設従事者等
③使⽤者（事業主）による虐待

①養護者
②養介護施設従事者等

定 義 ⾝体的虐待 ⾝体的虐待 ⾝体的虐待

（⾏為類型）
法律の順に記載
しています

性的虐待 性的虐待 介護、世話の放棄・
放任

ネグレクト ⼼理的虐待 ⼼理的虐待
⼼理的虐待 放置・放任（ネグレクト） 性的虐待

経済的虐待 経済的虐待



児童虐待防⽌法の虐待の定義
⾝体的虐待

殴る、蹴る、叩く、投げ落とす、激しく揺さぶる、やけどを負わせ
る、溺れさせる、⾸を絞める、縄などにより⼀室に拘束する など

性的虐待
⼦どもへの性的⾏為、性的⾏為を⾒せる、性器を触る⼜は触らせる、
ポルノグラフィの被写体にする など

ネグレクト
家に閉じ込める、⾷事を与えない、ひどく不潔にする、⾃動⾞の中
に放置する、重い病気になっても病院に連れて⾏かない など

⼼理的虐待
⾔葉による脅し、無視、きょうだい間での差別的扱い、⼦どもの⽬
の前で家族に対して暴⼒をふるう（ドメスティック・バイオレン
ス︓ＤＶ）、きょうだいに虐待⾏為を⾏う など

経済的虐待
（障害者・⾼齢者
虐待防⽌）

養護者⼜は障害者の親族が当該障害者（⾼齢者）の財産を不当に処
分すること。その他当該障害者（⾼齢者）から不当に財産上の利益
を得ること



虐待⾏為と刑法
⾝体的虐待
寝ている患者を叩いたり、つねったりした。

⇒ 刑法第204条の傷害罪、第208条の暴⾏罪
性的虐待
性器など⾝体を触ったり、わいせつな⾏為をした。

⇒ 刑法第176条強制わいせつ罪、第177条強制性交等罪
⼼理的虐待
障害をあり出来ないことを、命令した。

⇒ 刑法第222条脅迫罪、第223条強要罪
放棄・放置
⾷事を与えない、体調が悪くても病院に連れて⾏かない。

⇒ 刑法第218条保護責任者遺棄罪
経済的虐待
⾝内の者が、障害者の年⾦を勝⼿に使った。

⇒ 第235条窃盗罪、第252条横領罪



虐待における虐待防⽌法制の対象範囲
所在場所

在宅（養護者・
保護者等）

福祉施設

企業 学校・
保育所 病院

年齢 障害者⾃⽴⽀援法 介護保険法 児童福祉法
障害福祉ｻｰﾋﾞｽ
事業所（⼊
所・⽇中・訪
問系、GH等）

⼀般相談⽀
援事業所⼜
は特定相談
事業所

⾼齢者施設
障害児通所⽀援
事業所（児童発
達⽀援、放課後

ﾃﾞｲ等）

障害児⼊所施設等
（注1）

障害児相談
⽀援事業所

18歳未満

児童虐待防⽌法
被虐待者⽀援（都
道府県）被虐待者
⽀援は、障害者虐
待防⽌法も適⽤

障害者虐待
防⽌法

適切な権限⾏
使（都道府
県・

市町村）

障害者虐待
防⽌法

適切な権限
⾏使（都道
府県・市町
村）

障害者虐待
防⽌法（省令） 児童福祉法

障害者虐待
防⽌法
（省令）

障害者虐
待防⽌法 障害者虐待防⽌法適切な権限⾏使

（都道府県・市
町村）

【20歳まで】
障害者虐待

防⽌法（省令）

適切な権限⾏使
（都道府県）
【20歳まで】
児童福祉法
（省令）

適切な権
限⾏使
（都道府
県労働
局）

間接的
防⽌措置
（施設⻑）

間接的
防⽌措置
（施設⻑）18歳〜65歳

未満
障害者虐待防⽌法

精神
保健
福祉
法

⾼齢者虐待
防⽌法（特
定疾病40歳
以上の若年
⾼齢者含）
⾼齢者虐
待防⽌法

適切な権限⾏使
（都道府県・市
町村）(注2）

適切な権限⾏使
（都道府県）

被虐待者⽀援
（市町村）

65歳以上
障害者虐待防⽌
法・⾼齢者虐待防
⽌法・被虐待者⽀
援（市町村）

適切な権限
⾏使

（都道府県・
市町村）

https://www.mext.go.jp/component/a
_menu/education/detail/__icsFiles/afi
eldfile/2012/10/01/1280766_13.pdf
改変



虐待に関係した通報義務の整理
児童

虐待防⽌法
児童
福祉法

障害者
虐待防⽌法

⾼齢者
虐待防⽌法

改正精神
保健福祉法

通報者

第6条（児童虐待
に係る通告）

児童虐待を受けた
と思われる児童を
発⾒した者

第25条（要保護
児童発⾒者の通
告義務）
要保護児童を発
⾒した者

第16条（障害者福祉
施設従事者等による
障害者虐待に係る通
報等）
障害者福祉施設従事者
等による障害者虐待を
受けたと思われる障害
者を発⾒した者

第7条（養護者に
よる⾼齢者虐待に
係る通報等）
養護者による⾼齢
者虐待を受けたと
思われる⾼齢者を
発⾒した者

令和5年4⽉1⽇施⾏

精神科病院の業務従
事者による虐待を受
けたと思われる患者
を発⾒した者

通報先
市町村、都道府県
の設置する福祉事
務所若しくは児童
相談所

市町村、都道府
県の設置する福
祉事務所若しく
は児童相談所

市町村 市町村 都道府県

備考 189
（いちはやく） 令和6年4⽉1⽇



精神科病院における虐待防⽌に向けた取組の⼀層の推進



まとめ
虐待防⽌に関する法律は、⼤きく3つ
児童虐待防⽌法 障害者虐待防⽌法 ⾼齢者虐待防⽌法

虐待の⾏為類型は、5つ
⾝体的虐待 性的虐待
ネグレクト（放置・放任、介護/世話の放棄）
⼼理的虐待 経済的虐待

通報の義務があります。
令和6年4⽉1⽇から、精神保健福祉法でも通報義務の規定

虐待は、⼈として、あってはならないことです。

虐待に関連して知っておくべき知識


